平成29年度第３回大府市行財政改革委員会要点記録

日　時　平成29年10月23日（月）

　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　  15:30～17:00

場　所　大府市役所２階205会議室

出席委員

　委員長　　三浦　哲司

　副委員長　坂口　美穂

　委員　　　束村　博子

　委員　　　出口　隆浩

　委員　　　古市　晃久

　委員　　　丸山　冬芽

行政

市長　　　岡村　秀人

　副市長　　山内　健次

　財政課長　信田　光隆
　高齢障がい支援課長　田中　嘉章

　高齢障がい支援課高齢係長　鈴木　桂子
　高齢障がい支援課障がい係長　夏目　誠二
事務局

　企画政策部長　新美　光良

　企画政策課長　福島　智宏

　企画政策課企画係長　　川出　陽一

　企画政策課企画係主任　鈴木　康幸

　企画政策課企画係主事　池田　海童

【議事】

１　地方創生加速化交付金事業実施報告について
（委員）

　報告のあった事業は、大府市と東浦町の合同で行っている取組で、商談件数等は、東浦町の企業も含めた件数か。
（企画政策課企画係主任）

　そうである。

（委員）

　マッチング件数の41件からブランド認定品の3件へ、徐々に絞られていく経緯についてお聞きしたい。またブランド認定後の経過はどうか。
（企画政策課企画係主任）

　資料にあるマッチング件数41件は東京本郷で行った商談会における件数であり、ブランド認定品の3件については、その商談会から製品化されたものではなく、それとは別にウェルネスバレー関連機関と市内ものづくり企業の連携から生まれた製品・サービスである。

　製品開発件数の8件の中には、市内の金型・樹脂製品の製造企業とあいち小児保健医療総合センターとの連携によって開発された指サックなど、製品化されているものもある。ブランド認定品では、市内の形状記憶金型企業が開発した形状記憶コルセットは、実際に福祉の現場で実証しており、販売もしている。

（委員）
　ブランド認定品は、昨年度何件の申請があったか。

（企画政策課企画係主任）

　３件申請があって、３件を認定した。ブランド認定制度については、継続性が必要で、継続することによってブランドの価値が高まると考えるため、本年度も認定する予定である。

（委員）

　事業の目標設定として、製品の販売額などの指標がないが、金額的な成果はどうか。

（企画政策課企画係主任）

　今回の交付金事業の趣旨として、現在、市内ものづくり企業は自動車関連の部品の製造を主にしているところが多いが、医療・福祉・健康長寿の将来成長が見込める新しい分野にチャレンジする企業を支援することである。

新産業創出にあたり、直ちに販売額等の金額での目標設定が難しいため、マッチング件数や製品開発件数等の製品・サービスが採算ベースに乗る前段階の目標を設定し、販売に至るまでの漕ぎ出しの部分を支援している。

（委員）

　交付金事業の実施後も企業の動向を注視し、販売に至るように後を追いかけることが重要である。

（委員）

　地方創生加速化交付金事業は、単年度の事業か。

（企画政策課企画係長）

　地方創生の推進交付金が本格的に始まったのが平成28年度であり、今回の加速化交付金は、その前倒しとして平成27年度に単年度で実施された事業である。現在は、国においても地方創生事業を３～５年間の継続な長期事業として捉えている。

２　細事業の外部評価について

(1)　高齢・障がい福祉サービス検討委員会報告書について

（委員）

高齢者と障がい者の福祉サービスの見直しを行うにあたって、障がい者の福祉サービスの見直しを先に検討する理由は何かあるか。

（高齢障がい支援課長）

　当初は、同時に見直しを行うことも検討したが事業のボリュームが大きく、各事業の細かい部分が見えにくくなると考えた。また、障がい者福祉サービスで、早急に見直しを行いたい事業があった。

（委員）

　サービスごとの総括評価・方向性として、拡充・追加・縮小・削減・改善・維持とあり、分かり易いが、今回の見直しによって、全体として財政負担のプラス・マイナスはどうなるか。

（高齢障がい支援課長）

今回は、障がい福祉サービスの見直しの方向性を示させていただいており、財政的な細かい検証は、これから内部で協議を進める。早急に見直したい事業として軽度・中等度難聴児補聴器助成制度と訪問入浴サービス事業があり、平成30年度の予算に反映したいと考えている。

財政負担は、補聴器助成事業と訪問入浴サービス事業を合わせて、概算で290万円が増額となる見込みである。平成31年度以降の見直しを検討している事業については、拡充等による増額が約336万円、縮小・廃止による減額が約274万円と試算している。

（委員）

　財政負担は、やや大きくなるものの、サービス内容自体は、大きく変わらない形になるか。

（高齢障がい支援課長）

　予算を大きく増額させずに、サービス内容を拡充させたいと考えている。

（委員）

　大府市では、障がい者の人数はどれくらい増えているのか。また、資料に民間サービスが広く普及していると書いてあるが、現状の民間事業者数は、どれくらいか。

（高齢障がい支援課長）

　身体障がい者と知的障がい者は、人口増加に比例して少しずつ増えている。人数は、1年前の数字で、身体障がい者が2,500人、知的障がい者が571人である。精神障がい者は630人程度で、人数は5年で1.5倍に増えている。民間事業者は、色々な業種がある。

（高齢障がい支援課障がい係長）

　障がい者向けの福祉サービスは、色々な内容があるが、障がい者に就労をしてもらう事業所であれば、親会社が株式会社であるところが何件かあり、社会福祉法人が運営している事業所もある。

例えば、配食サービス事業であれば制度ができたのは昭和で、その時代には民間事業者による同様のサービスはなかったが、現在は、増えてきているという趣旨で、民間サービスが広く普及していると表現した。

（委員）

　普及している民間サービスとは、広く捉えた各種福祉サービスという意味で使っているということか。

（高齢障がい支援課障がい係長）

　そうである。行政が行っている福祉サービスと同じサービスを民間事業者が提供するようになってきているということである。

（委員）

　大府市独自の福祉サービスとは、他市町では行っていないサービスという意味か、市の自主財源で行っているサービスという意味かどちらか。

（高齢障がい支援課障がい係長）

　福祉サービスには、国の基準によるサービスと市独自のサービスがある。

今回見直しを行うのは、大府市独自でルールを定めたものである。事業によっては、大府市だけでしか行っていないサービスもあれば、他市町で同様のサービスを行っているものもある。

（委員）

　大府市は、健康都市であり、福祉サービスも充実しているというイメージがある。障がい者の方々が増加している要因に、大府市は、手厚い福祉サービスを受けられるので、他市町から流入しているという理解で良いのか。

そうであれば、とても良いことである一方、財政負担もある。サービスをサスティナブルなものとして、継続するには障がい者の方々の流入がプラスになるような、例えば、障がい者の方が、もっと暮らしやすいまちづくりをするなかで、ウェルネスバレー構想で福祉製品やサービスの大ヒット商品が生まれると良いと思う。

（高齢障がい支援課長）

　精神障がい者が増えているのは全国的な傾向であるが、大府市では、増加の要因に他市町からの流入があるということは話としてよく聞く。

（委員）

　大府市に住むことを目指してくる方もいると思う。

（委員）

　人工透析通院費助成事業について、制度ができた当時は、市内に医療機関がなかったため、市外に通院する費用を助成するものであったと思うが、やむを得ない理由があって、市外に通院しなければならないようなことがあるのかどうかを確認したい。そういった人がいれば、考慮する必要があるのではないか。

また、実際に通院している方は、どういう交通手段で通われているのか。実態は、マイカーでの通院や家族の送り迎えであると思うが、通院費の助成をタクシーの助成に置き換えた時に、本当にタクシーが使われるのか。実態のない実現性がないサービスで良いのかどうか。削減するのであれば、市内の医療機関の紹介など、行政で橋渡しができると良いと感じた。

（高齢障がい支援課長）

　通院のための移動手段をどう確保するかは、障がい福祉サービスでも高齢福祉サービスでも大きなテーマである。バス、タクシーを使う人それぞれに助成することなど、移動の確保が事業の中心になっており、今のところは、そういう方針で考えている。

（委員）

　今後は、タクシーを使わなければ、助成はないという理解で良いか。

（高齢障がい支援課長）

　通院にマイカーを使えるのであれば、それで行って欲しい。その足もなく、本当に困っている方をどう支援するかが行政の使命だと思う。そういった方に対して、タクシーの使用の負担の一部を助成したいと考えている。

（高齢障がい支援課障がい係長）

　現在、タクシーの助成対象として、人工透析通院費の助成を受けている方は対象外となっている。タクシーの助成対象を含めて通院の支援について、自動車税の減免をするか、タクシーの助成をとるかの二者択一になっている。自動車税の減免の方が金額的に大きいので、マイカーをお持ちの方は、自動車税の減免を選択している方が多いと思う。

人工透析通院費助成事業を廃止するにあたって、車をお持ちでない方は、タクシーの助成を使っていっていただくことになる。

（委員）

　バス、電車で通う人は同様の助成はないのか。

（高齢障がい支援課障がい係長）

　今までは、市外に通院している方は、どういう手段であっても一律で補助をしていたが、今後は、タクシーの助成のみになる。

遠方の病院に通院している方は、人工透析以外の診断のついでに、人工透析をしている方もいる。

（委員）

　本委員会は、行財政改革委員会であるため、どういうところに予算を有効的に配分するかという、順位付けをすることがミッションであるという観点で発言したい。各事業をみると実績がゼロのものと数千万のものがある。実績がゼロの事業については、しっかり広報されて市民に周知しているかどうかは検証しなければならない。今回の見直しにあたって、一番問題になるのは、今、サービスを利用している人が利用できなくなることであると思う。一人ひとりの命や生活に関わることであるため、十分に確認する必要がある。

人工透析通院費助成事業についても、現在も利用者がいて、約230万円をかけている。タクシーの助成は、約100万円になっている。タクシーの助成に上乗せするような形で、サービスが全く使えなくならないような仕組みが必要である。

　予算を削減して困る人がでるのは、良い改革ではない。効率化をすることによって、みんなが助かるし楽になるのだということが正しい改革である。今回の見直しが、みんなwin・winになるような改革かどうかを聞きたい。

（高齢障がい支援課長）

　現在の人工透析通院費助成事業は、通院の実態に関係なく市外に通院している人には、一律で一定額を助成している。真に支援が必要な人に、必要な支援をしたいため、機械的に助成する仕組みを見直したい。

（委員）

　タクシーの助成であれば、タクシーを使って通院する人として明確にして助成を行いたいということか。

（高齢障がい支援課長）

　そうである。

（委員）

　タクシーの助成であれば、確実にタクシーを使って通院される方に助成される方がフェアだと思う。見直しによって、困る人がいないかどうかの確認はしていただきたい。

（高齢障がい支援課長）

　障がい福祉サービスは、充実してきている。サービスの選択にあたって、相談できる人もいる。見直しで影響を受ける方には相談にうかがって、必要なサービスを提供できるようにするのが、あるべき方向性かと思う。

（委員）

　今まであったサービスがなくなって、困る人がいないことを前提に改革をやっていただきたい。民間サービスも活用しながら、財政的に効率的にやっていくことが必要である。

（委員）

　福祉タクシー等料金助成事業の「等」には何があるのか。

（高齢障がい支援課長）

　普通車のタクシーとリフト付きタクシーがあるので、それを指しての「等」としている。

（委員）

　福祉有償運送に関しては、多くの方がやられているものである。

（三浦委員長）

　人口透析通院費助成事業の対象者が、平成28年度で30名いるが、タクシーの助成に振り替えたとき、30名のうちの何名位が振り替えられる見込みか。

（高齢障がい支援課障がい係長）

　30名のうちどれくらいが振り替えられるかは未算出である。タクシーの方は、現在130名の利用があるが、非課税世帯に限定すると54名になる。

（委員）

　利用者には、丁寧な説明をして、ご納得いただく必要があると思う。

（委員）

　福祉関係の予算は、大変重要である一方、サービスを充実すればするほど、財政負担が大きくなるということがある。福祉サービスを決める際に他市町と比べて、大府市の方針というのはあるか。予算を増やして、人も増やしてサービスを充実して、将来予算がなくなったら廃止するというのは良くない。大府市が目指す福祉サービスの方針はあるのか。

（高齢障がい支援課長）

　障がい福祉分野に限らず、計画行政を行っており、来年に向けての計画を策定している。将来の福祉サービスの必要見込量を算出し、サービスの量の確保を数値的に見えるようなものを作っている。それに向けて、予算を確保し、サービスを増やすところは増やして、という仕組みで行っている。

（委員）

　計画を立てるにも市の方針が必要だと思う。例えば予算の何％は絶対確保するというような方針が無いと、サービス一つひとつの必要性の判断になる。

福祉事業は重要であり、他の事業とは別枠で方針を考えないといけない。市民が、現在のサービスがいつまで続くのかというような不安を感じることもあると思うので、方針を示す必要があると思う。

（委員）

　サスティナブルで維持できる持続可能な事業を行う必要がある。障がいのある人も多様性のひとつである。障がいのある人がいるからこそ新たな価値が生まれることもある。ウェルネスバレー構想と合わせて、win・winな事業ができ、まちづくりに生かせるようになると良いと思う。多様な人材が生き生きとしている大府市になると良いと思う。

（市長）

　大府市の一般会計の予算が約300億であるが、福祉分野を含めた扶助費・人件費・公債費の義務的経費が増加しているおり、増加が続くとまちづくりのための投資的経費が減少する。バランスよく予算編成する必要がある。

本当に困った人に対してサービスを手厚くすることが基本的な考え方で、市の使命であると思う。現在の福祉サービス事業には、障がいのある方を一律的に取り扱っている制度もいくつかある。本当にサービスを必要とする方に手厚く、一般と同じようにできるところは、負担をしていただきながら、サービス全体として持続可能なものとすることが必要である。制度を変えるときには、必ず経過措置が必要であるため、現在、サービスの対象になっている方は尊重する方法や段階的に移行する方法などがある。

現在は、案の段階であるが、実際に政策に移していくことは大変なことであるため、慎重に進めていきたい。

（委員）

　高齢者福祉の分野では、健康の維持やスポーツ振興によって、病気にならない事業をする方が、効率的ということがある。

（市長）

　障がい者福祉サービスと高齢者福祉サービスの見直しについて、検討は別にやるが、政策化する場合、どうするかは別問題として考える必要があり、慎重に進めていきたい。

（委員）

　配食サービスについて、知的障がい者、精神障がい者を追加することは、良いと思うが、事業の目的の日々の安否確認で良いのか。

（高齢障がい支援課障がい係長）

　配食サービスは、高齢者福祉サービスと一緒で、高齢者・障がい者を対応しているので、日々の安否確認を目的として設定しているが、目的の健康の増進に重きを置いている。

（高齢障がい支援課長）

　地域の中で見守りをすることが必要で、そういう意味合いも重要である。

（委員長）

　福祉タクシー等利用助成事業と人工透析通院費助成事業、特定疾病り患者扶助料が意見の中心であったと思う。福祉サービスの充実を進める一方で、行財政改革とのバランスはデリケートであるので、そのバランスをどう保っていくかが重要である。今回の見直しによって、一部サービスを受けられなくなってしまう立場の方にどう対応していくか、その方々が、困難に陥ってしまわないような対応が必要である。また、いかにして福祉サービスをサスティナブルで持続可能なものにするかを慎重に対応し、福祉サービスの供給体制を２年3年ではなく、長期的な視点で考える必要がある。

（委員）

　まちなみについて、道路に草が生えているところがあるが、行政の管轄ではないか。

（市長）

　道路でも市が管理するところ、県が管理するところがある。市民の活動として、店先のごみ清掃や草刈りをやってくれている方々もいる。
PAGE  
10

